
算β章　21脚システム＿の虜碧

戦後レジームから脱却するために最も重要な課題は行政システム、財政システ

ムの改革である。官主導、中央集権型の政府からの脱却を図り、人口減少やグロ

ーバル化に対応した21世紀型の行財政システムを構築しなければならない。

そのため、第1に、後世代に負担を先送りしないために、財政健全化の一里塚

として「基本方針2006」で示された歳出・歳入一体改革を確実に実現する。第2

に、基本哲学を踏まえ、抜本的な税制改革を行う。第3に、予算編成を戦略的か

つ効果的なものとするための予算制度改革を行う。第4に、公務員制度を根本か

ら改革し、公務員が誇りと意欲を持ち、かつ国民から信植される制度にする。第

5に、21世紀にふさわしい行政機構の抜本的な改革、再編に向け、行政のスリム

化を進めるとともに、政府の機能全体を見直す。その第一歩として、独立行政法

人の整理・合理化や政府資産債務改革を行う。第6に、道州制を含む本格的な地

方分権改革を行う。

●

1．歳出・歳入一体改革の実現

域長者ぐして朋的医会焙をLノの屠倉の下二度済成長を虜膵しつつ、l訊質

屋超の最小化を昇一のβ房に、麿鰭改革に厨リガむ。それでる二村筋Lきれない

社会痴啓や少子倍をど六二伴ラ貞超留に対してば、安紺を窟解し、将来世経

への貞超の免遂少を行わ合いよラ仁する。こテした原潜を虐め、〟〃卓度にお

〝石基賂拘財酔収支の屠字腔や、形相幸作半ばに廊げ丁の盾新陽GβP虎の

．安居紺を釘下げなど二億醇と鍬に虐められた中劇珍な財政鐙全焙の首席哲

を虜実に達成する。

その凰儲と鍬に潜って、各年度の予算力聯助隊全館の中劇厚岸の窟

昇叙達成と整合紺であるかビラか盲点磨す盲。また、虚刹や＃会劇噺鍬慶事の

改革仁者たっ丁は「世代厨・世稚内各厚への影響について虔慶する。

罰「まずは2011年度には、国・地方の基礎的財政収支を確実に黒字化させる。財政状況の厳しい
国の基礎的財政収支についても、できる限り均衡を回復させることを目指し、国・地方間のバ
ランスを確保しつつ、財政再建を進める。地方については、国と歩調を合わせた抑制ペースを
基本として歳出削減を行いつつ、歳入面では一般財源の所要総額を確保することにより、黒字
基調を維持する。
2010年代半ばにかけては、基礎的財政収支の黒字化を達成した後も、国、地方を通じ収支改

善努力を継続し、一定の黒字幅を確保する。その際、安定的な経済成長を維持しつつ、債務残
高GDP比の発散を止め、安定的に引き下げることを確保する。国についても、債務残高GD
P比の発散を止め、安定的に引き下げることを目指す。」
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【改革のポイント】

1．真に必要なニーズにこたえるための財源の重点配分を行いつつ、「基本方針

2006」で示された5年間の歳出改革を実現する。そのため、主要な分野に

ついて制度改革等の道筋やその取組を示す。

2．平成20年度予算は、この歳出改革を軌道に乗せる上で極めて重要な予算で

あることから、歳出全般にわたって、これまで行ってきた歳出改革の努力

を決して緩めることなく、国、地方を通じ、引き続き「基本方針2006」に

則り、最大限の削減を行う。

3．「進路と戦略」で示した予算編成の原則に沿って、「新たに必要な歳出を行

う際は、原則として他の経費の削減で対応する」、「税の自然増収は安易な

歳出等に振り向けず、将来の国民負担の軽減に向ける」など、規律ある財

政運営を行う。

4．こうした歳出改革の取組を行って、なお対応しきれない社会保障や少子化

などに伴う負担増に対しては、安定財源を確保し、将来世代への負担の先

送りは行わない。

【具体的手段】

歳出削減を一段と進め、財政の無駄を無くすとの基本方針を堅持し、真に必

要なニーズにこたえるための財源の重点配分を行いつつ、歳出改革を着実か

つ計画的に実施する。

平成20年度予算においては、歳出全般にわたって、これまで行ってきた歳出

改革の努力を決して緩めることなく、国、地方を通じ、引き続き「基本方針

2006」に則り、最大限の削減を行う。

これらの観点に立って、主要な分野については、以下の取組を行う。

（1）公共投資改革

①　更なる重点化、効率化の推進

地域の自立・活性化、我が国の成長力強化、防災・減災等による安全・

安心の確保等の観点から、真に必要な公共投資を選別するとともに、入

札・契約制度改革の推進、コスト縮減などを通じ、更なる重点化・効率

化を推進する。

②　公共投資に関する基本的考え方

人口の減少、厳しい財政状況、地方分権の必要性、環境制約の強まりな

ど、我が国が直面している構造変化を踏まえ、公共投資は以下のような

基本的考え方に沿って行う。
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i）過去に作られた様々な計画や目標については、経済成長の動向や出生

率の低下等を踏まえ、必要な見直しを行っていく。

の投資に当たっては、整備状況を踏まえ、既存資本の維持・長寿命化を

重視する。

の公共投資に関する計画においては、これまでの改革の方向性に沿って、

アウトカム（成果）目標を重視する。

料）事業評価に関する第三者機関の機能を拡充することなどにより、真に

必要な公共投資の選別を推進する。

Ⅴ）実績が事前の評価を下回る公共投資の事例等を十分に把握し、予算の

重点化に活用する。

d）公共投資に関する国と地方の明確な役割分担の下、引き続き補助事

業・直轄事業の見直しを進める。

③　入札談合の廃絶

入札談合を廃絶し、公共事業に対する国民の不信感を払拭する。一般競

争入札が原則との原点に立って、国、地方を通じ、その適用範囲を計画

的に拡大していく。また、入札談合等不正行為を行った場合のペナルテ

ィーについては、十分な抑止力を持つよう強化する。さらに、予定価格・

落札内容に関する情報を、より詳細かつ分かりやすく公表する。

④　コスト縮減の継続

「公共事業コスト構造改革プログラム」37を確実に実行する。平成20年

度以降も新たなコスト縮減計画を策定し、取組を継続する。同時に、P

FIを一層活用し、民間の知見・資金を活用する。

（2）社会保障改革

①　医療・介護サービスの質向上・効率化プログラム
医療・介護サービスについて、質の維持向上を図りつつ、効率化等によ
り供給云ストの低減を図る。このため、以下の取組を盛り込んだ平成20
年度から24年度までの5年間を基本とする「医療・介護サービスの質向
上・効率化プログラム」38等を推進する。

37「公共事業コスト構造改革プログラム」（平成15年9月18日）
38「医療・介護サービスの質向上・効率化プログラム」（平成19年5月15日）
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生活習慣病対策39・介護予防都の推進、平均在院日数の短縮41、在宅医療・
在宅介護の推進と住宅政策との連携、診療所と病院の役割の明確化42、
EBM43の推進と医療の標準化、重複・不要検査の是正、後発医薬品の
使用促進44、不正な保険医療機関や介護サービス事業者等への指導・監
査の強化45、医師・看護師等の医療従事者等の役割分担の見直し、診療
報酬・介護報酬の見直し、包括払いの促進46、IT化の推進（原則レセ
プト完全オンライン化47、健康ITカード（仮称）導入に向けた検討）、
地域医療提供体制の整備、医療情報の提供、医療・介護の安全体制の確
保等

②　同プログラムの強化と検証

同プログラムに定めた目標の実現に向けて、実効性のある改革の取組を

進め、平成20年度予算から順次反映させる。また、厚生労働省は、同プ

ログラムの実施状況を検証した上で、経済財政諮問会議に適宜報告する。
これに基づき、必要に応じてプログラムの見直しを行い、PDCAサイ

クルを貫徹する。

③　公立病院改革

総務省は、平成19年内に各自治体に対しガイドラインを示し、経営指標

に関する数値目標を設定した改革プランを策定するよう促す。

なお、上記のプログラムを踏まえ、平成19年内に「基本方針2006」を達成

するための道筋を示す。

（3）公務員人件費改革

国・地方を通じた行政改革や地方分権改革の推進、地域の民間給与のより

一層の反映等を通じ、公務員人件費について、「基本方針2006」で示され

た歳出削減（2．6兆円程度）を上回る削減を目指し、改革を具体化する。

公務員給与について、特に民間事業者と比べて水準が高いとの指摘のある

地方の技能労務職員を始めとして、地域の民間給与をより一層反映させる

39平成27年度までに、メタポリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の該当者及び予備群を平成
20年度比で25％以上減少（平成24年度までに10％以上減少）させる。

亜平成17年から26年までの10年間で、要介護者を「7人に1人」から「10人に1人」にする。
41全国平均と最短の廉との差を平成24年度までに3分の1短縮し、27年度までに半分にする。
亜平成20年度中に、地域連携クリティ‾カルパスを全国実施する。

43EBM（Ev阜dence－based－Medicine）：根拠に基づく医療
融平成24年度までに、数量シェアを30％（現状から倍増）以上にする。
45保険医療機関の個別指導数について毎年8000か所を目指す等
価平成24年度までに、DPC（1日当たり包括払い）支払い対象病院数を当面1000（現状3倍増）

にする。
窮平成22年4月までに8割以上、23年4月までに原則すべてのレセプトオンライン化を行う。
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こととし、可能なものは平成20年度からの実施に取り組む。

なお、「基本方針2006」に示されたとおり、平成23年度までの5年間に実施

すべき歳出改革の内容は、機械的に5年間均等に歳出削減を行うことを想定

したものではない。それぞれの分野が抱える特殊事情や既に決まっている制

度改革時期とも連動させ、また、歳入改革もにらみながら、5年間の間に必

要な対応を行うという性格のものである。

2．税制改革の基本哲学

∠／脚者が凱＝ふさわしい廊紺を願するため、臓‥渚者虎∴法人厨

など甜都会虜につい丁、働玖立場に立フノ聡柑会の変化に対応するノ

／省庁の鹿討少を超え受益と磨超の膨lら廊倉掛二線訂するノといラβつ

の舶傾L、傍俵茅の鹿本劇改革を真野する。

平成19年秋以降、税制改革の本格的な議論を行い、平成19年度を目途に、

社会保障給付や少子化対策に要する費用の見通しなどを踏まえつつ、その費用

をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点から、消費税を含む税体系の抜本

的改革を実現させるべく、取り組む。その際、「基本方針2006」で示された歳

入改革の基本的考え方や与党税制改正大綱を踏まえることとする。

【実現すべき6つの柱】

（1）イノベーションとオープンな経済システムによる経済成長の加速

・成長力強化、生産性向上に向けて、税制を含めた総合的取組を行う。

・生産活動や就労への意欲を阻害しないよう、「広く薄く」の観点も踏まえ、

課税の在り方を検討する。

・リスクへの挑戦を促す観点から、金融所得課税等の在り方を検討する。

（2）多様なライフスタイルや経済活動の確保

・就業、結婚、出産などにおける各人の選択に対して、歪みをもたらさない

よう、税制の在り方を検討する。

・投資等の経済活動に対して、税が歪みをもたらさないよう、また租税回避

行動による不公平や資源のロスが生じないよう制度を検討する。

・効率的な政府を目指す中で、「公」の分野における国民や企業の多様な活動

の展開を促すよう、寄付金税制等の在り方を検討する。
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（3）世代間・世代内の公平の確保

・受益と負担の双方を含めた制度全体の検討を通じ、真に必要な人に必要な

対応がなされるようにするとともに、世代を超えた格差の固定化を防ぐ。

（4）税と社会保障の一体的設計による持続可能で安心できる仕組みの構築

・社会保障や少子化対策については、国民の受益と負担の水準についての複

数の選択肢など、幅広い観点から検討を進める。

・歳出改革によっても対応しきれない社会保障や少子化などに伴う負担増に

対しては、安定財源を確保し、将来世代への負担の先送りを行わないよう

にする。

（5）真の地方分権の碓立

・財源における地方の自立性を高めるため、国・地方の財政状況を踏まえつ

つ、国庫補助負担金、地方交付税、税源移譲を含めた税源配分の見直しの

一体的な改革に向け地方債を含め検討する。

・法人二税を中心に税源が偏在するなど地方公共団体間で財政力に格差があ

ることを踏まえ、地方税の在り方や国と地方の間の税目・税源配分（地方

交付税財源を含む）の見直しなど、地方間の税源の偏在を是正する方策に

ついて検討し、その格差の縮小を目指す。

（6）納税者の信頼確保と公平・効率的な徴収体制の構築

・納税者番号の導入に向けて、社会保障番号との関係の整理等を含め具体的

な検討を進める。

・税制を筒素化するとともに、電子申告を促進し、徴収方法を効率化する。

3．予算制度改革

虎l労・鹿人を一牌にとらえ、予算を助l瑚屠館を毛のとするため、
以下の改革を度避する。

【改革のポイント】

1．「予算の全体像」の策定等を通じ、予算の戦略性、総合性を強化する。

2．各年度の予算と財政健全化の中期目標との整合性を確保する。

3．明確な原則の下で予算編成を行う。

4．政策評価を予算の効率化等に適切に反映する。

【具体的手段】

く1）「予算の全体像」の策定等を通じた戦略的かつ効果的な予算編成

「予算の全体像」の策定に当たっては、府省の縦割りを超え、戦略的かつ
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効果的な予算編成を行う観点から、毎年度の「基本方針」に沿って、歳出・

歳入を一体的にとらえるとともに、マクロ経済との整合性など幅広い観点

から検討を行う。

（2）中期目標との整合性

「進路と戦略」に沿って、各年度の予算が財政健全化の中期目標と整合的

であるかどうかを、「予算の全体像」、策定時など、予算編成の要所におい
て確認する。

また、公共事業等の各種中期計画については、「進路と戦略」や毎年度の

「基本方針」と整合的なものとする必要がある。

（3）予算編成の原則

予算編成は以下の原則に基づいて行う。

原則1：民間需要主導の経済成長を目指し、景気を支えるために、政府が

需要を積み増す政策はとらない。

原則2：税の自然増収は安易な歳出等に振り向けず、将来の国民負担の軽

減に向ける。

原則3：経済成長と財政健全化を両立させるため、中期的な視点を重視す

る。すなわち、税収の増える好況期に健全化のペースを速める一

方、税収の落ち込む不況期にはペースを抑制するなど、柔軟に健

全化に取り組む。

原則4：新たに必要な歳出を行う際は、原則として他の経費の削減で対応

する。

原則5：国民への説明責任を徹底する。

（4）政策評価の機能の発揮

平成19年末から次の方法で経済財政諮問会議と総務省・各府省の政策評

価に関する連携を強化することにより、評価結果を活用し、予算の効率化

等国の政策に適切に反映する。

①　総務大臣は、各府省の評価の実施状況に関する「政策評価・独立行政法

人評価委員会」の調査審議を踏まえ、毎年末、経済財政諮問会議に、重

要対象分野の選定等について意見を述べる。

②　これに対し、経済財政諮問会議は、政策評価の重要対象分野等を提示す

る。総務大臣は当該提示を踏まえた評価の実施を推進する。

（5）予算書・決算書の見直し

政策ごとに予算と決算を結び付け、予算とその成果を評価できるように、
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予算書・決算書の表示科目の単位（項・事項）と政策評価の単位とを対応

させる等の見直しを行い、平成20年度予算から実施する。

（6）「年次報告書」の充実

各府省が平成18年度から公表している財務情報等の「年次報告書」が、

国民に予算のPDCAを説明するものとなるよう、更なる充実を図る。

4．公 度

鮮度レジームカlらの腰都の中細を改革として屏ゲ潜み、21館にふさわし

い行政システムを．定点る公房芳彦を男好する。

【改革のポイント】

1．能力・実績主義を導入し、採用試験の種類や年次にとらわれず、官民を問

わずオープンに優秀な人材をいかす仕組みとする。

2．再就職規制に取り組み、押し付け的あっせんなど国民の信頼を損なう不透

明性を排除する。

3．採用から退職までの公務員の人事制度全般の課題について、パッケージと

しての改革を進める。

4．改革の全体像を念頭に置きながら、実現できる改革から迅速に実現し、公

務員制度改革を前進させる。

【具体的手段】

「公務員制度改革について」48に基づき、以下の改革に取り組む云

（1）国家公務員法等改正法案に盛り込まれた改革の実施

（彰　能力・実績主義

能力本位の任用制度の確立等を図る。

②　再就職規制

各府省による職員又は職員であった者の再就職あっせんを禁止し、官民

人材交流センター（以下、「センター」という。）に一元化する。センタ

ーは平成20年中に設置することとし、一元化実施時期は、センター設

置後3年以内とする。センターの制度設計については、官房長官の下に

置く有識者懇談会での意見を踏まえ、内閣において検討する。再就職等

監視委員会の準備室を早急に立ち上げる。

亜「公務員制度改革について」（平成19年4月24日閣議決定）
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（2）パッケージとしての改革の推進

総理の下に有識者からなる検討の場を設け、公務員の採用の在り方や退職

までの人事管理の在り方など、これまで経済財政諮問会議において議論さ

れてきた論点49も踏まえつつ、下記の課題を含む公務員の人事制度全般の

課題について総合的・整合的な検討を進める。

①　専門スタッフ職の早期導入

②　他府省及び民間を含めた公募制の導入

③　官民交流の抜本的拡大

④　定年延長

（3）労働基本権の在り方の検討

労働基本権については、「行政改革推進本部専門調査会」における審議（平

成19年秋を目途に結論）を踏まえ、改革の方向で見直す。

（4）「国家公務員制度改革基本法案」（仮称）の提出

公務員制度の総合的な改革を推進するための基本方針を盛り込んだ法案

を次期通常国会に向けて立案し、提出する。

5．独立行政法人等の改革

戯府が茅たすべき感度の．君直しの昇一岸として、必立行政法人の改革を行う。

虜行の必立行政窟人が勘度本来の屠彪仁か合っrいるオl、戯脚顔の疲々者

改革と整合仲を古のとなっているか筈につい丁、虜身に立ち遜って屠直すこ　ま

た、平成柑辛1月からの都政屠営此及び平成〟辛1β月一からの慶農金融彪厨

の鰍の移行を一甲屠・彦実に鼻筋する。

【改革のポイント】

すべての独立行政法人（101法人）について、民営化や民間委託の是非を検

討し、「独立行政法人整理合理化計画」を策定する。また、郵政民営化及び政

策金融改革を円滑・確実に実施する。

【具体的手段】

（1）独立行政法人見直しの3原則

「行政改革推進本部」は、総務省と連携して、次の原則に基づき、101全

⑩幹部公務員の人事管理の在り方、国際機関の幹部候補者育成のための仕組み等
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法人を対象に見直しを行う。

原則1「官から民へ」原則：民間にゆだねた場合には実施されないおそ

れがある法人及び事務・事業に限定する。それ以外は、民営化・

廃止又は事務・事業の民間委託・廃止を行う。

原則2　競争原則：法人による業務独占については、民間開放できない法

人及び事務・事業に限定する。それ以外は、民営化・廃止又は事

務・事業の民間委託・廃止を行う。

原則3　整合性原則：他の改革（公務員制度改革、政策金融改革、国の随

意契約の見直し、国の資産債務改革）との整合性を確保する。

（2）「独立行政法人整理合理化計画」の策定

上記の見直しの結果を踏まえ、平成19年内を目途に「独立行政法人整理

合理化計画」を策定する。

（3）独立行政法人の不断の見直し

存続する法人については、そのすべての事務・事業について市場化テスト

導入の検討対象とする。

（4）見直しの進め方

（1）の3原則を踏まえ、政府としての整理合理化計画の具体的な策定方

針を速やかに決定し、各主務大臣はその方針に沿って所管する全法人につ

いてそれぞれの整理合理化案を平成19年8月末を目途に策定する。

これに合わせ、中期目標期間終了時の見直しについて、平成19年度に見

直す23法人に加え、平成20年度に見直す12法人についても前倒しで対

象とする。

各主務大臣の作成した整理合理化案については、‘「行政減量・効率化有識

者会議」と「政策評価・独立行政法人評価委員会」、「規制改革会議」、

「官民競争入札等監理委員会」（以下、「監理委員会」という。）及び「資

産債務改革の実行等に関する専門調査会」とが連携を図りつつ議論を行い、

「行政減量・効率化有識者会議」においてそれらの議論を集約・検討した

上で、平成19年内を目途に「行政改革推進本部」において整理合理化の

内容を取りまとめ、政府として「独立行政法人整理合理化計画」を策定す

る。

（5）郵政民営化の確実な実施

「郵政民営化法」50の基本理念に従い、平成19年10月からの郵政民営化

50「郵政民営化法」（平成17年法律第97号）
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を円滑・確実に実施する。

（6）政策金融改革の確実な実施

平成20年10月から政策金融機関を確実に新体制に移行させるとともに、

平成20年度末における政策金融の貸付残高の対GDP比を平成16年度末

に比べて半減させる。

●

6．資産債務改革

ストック動lら虜府動静率焙を好L、貞慶・庶務の柳リスクを尉lする

とと毛に．資歯の売却・青朗鼎＝よゲ薗雌房の屠鱈倍をl野リ、鹿長カの虜

焙につ倉／デ石。

【改革のポイント】

1．国の資産規模について、平成27年度末に対GDP比の半減を目指し、「工

程表」に沿って着実に圧縮する。経済財政諮問会議に置かれた専門調査会51

がチェック・フォローを行い、改革を具体化する。

2．独立行政法人、国立大学法人や地方公共団体等について、それぞれ国の取

組を踏まえつつ目標を明確にし、改革を推進する必要がある。

3．特別会計改革や公会計改革を資産債務改革と並行して進め、相乗効果を得

る。

【具体的手段】

（1）民間の知恵をいかした国の資産規模の圧縮

国の資産規模の圧縮に当たり、実物資産については、類型ごとの処分方針

の明確化や売却等における民間提案をいかす仕組みについて平成19年内

を目途に具体化を行うこ　また、金融資産については、財政融資資金の新規

融資の一層の重点化・効率化を進めるとともに、メリットとコストの考え

方を整理しつつ民間の知見をいかした証券化を推進する。

（2）独立行政法人、国立大学法人における資産債務改革の推進

独立行政法人における資産債務改革を独立行政法大改革及びその改革工

程と整合性を取りつつ推進する。国立大学法人についても、大学改革との

整合性を取りながら、同様に改革を推進する。その際、民間の知見を活用

しつつ、最も有効な処分を行う観点から、担当組織の設置を検討する。

51「資産債務改革の実行等に関する専門調査会」
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（3）地方の資産債務改革の推進

地方公共団体は、地方公社、第三セクターを含む資産債務改革について、

国の取組を踏まえつつ目標を明確にし、改革を推進するとともに、前出の

「地域力再生機構」との連携を含め、民間の知見や人材を活用する方策を

検討する必要がある。

（4）特別会計改革の加速

特別会計改革については、「行政改革推進法」52及び「特別会計に関する法

律」53に沿って、特別会計の統廃合、財政健全化への寄与（20兆円程度）

等を確実に実行する。特別会計の更なる統廃合に向けた検討や、実質的な

歳出（平成19年度予算で11．6兆円）の更なる縮減を中心に改革を加速す

る。

7．市場化テストの堆進

′公共サービス皮革讃ソ〟に基づく市場化テストの脚を導スを度避L、

厨■戯フ鉦＝お〝石公共サービスの茸の膚御上と虎魚鍬好を」評者。

【改革のポイント】

1．対象事業の抜本的拡大：市場化テストの対象事業の抜本的拡大に向けて、

重点分野を定めて集中的に取り組む。

2．独立行政法人等の市場化テスト：独立行政法人改革と歩調を合わせ、市場

化テストを実施する。また、地方公共団体についても、指定管理者制度の

導入とともに拡大する。

3．各府省の取組の評価：各府省の市場化テストへの取組状況について評価を

行う。

【具体的手段】

（1）対象事業の抜本的拡大

監理委員会が平成19年2月に選定した「ハローワーク等」、「統計調査」、

「公物管理」、「窓口」、「徴収」、「施設・研修等」の6つの重点分野を中心

に、各府省・独立行政法人において、監理委員会と十分に協議しつつ、市

場化テストの対象事業の拡大について自主的・積極的な検討を行い、検討

結果を平成19年の「公共サービス改革基本方針」の改定に反映する。

52「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）
53「特別会計に関する法律」（平成19年法律第23号）
54「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」（平成18年法律第51号）
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（2）ハローワーク

東京23区内のハローワーク2か所における無料の職業紹介について、利

用者の立場に立ち官と民のイコールフッティングが実質的に確保される

よう、所要の法改正を行うとともに監理委員会の審議を経た上で、平成20

年度を目途に市場化テストを行う。

（3）統計調査関連業務

統計調査関連業務について、統計調査の民間開放を促すためのガイドライ

ンの改定等を踏まえ、「統計法」55の本格施行を視野に入れて、市場化テス

トの導入を積極的に推進する。

（4）各府省の取組の評価

監理委員会は各府省の市場化テストへの取組状況を定期的に質・量両面か

らスコアで評価し、公表するとともに、これを経済財政諮問会議に報告す

ることを通じて、市場化テストへの取組強化を促す。

8．＿＿地方分権改革

劇慶レジームから脚するため、国労ぢ晩方のやるべきことを者え、押し〟〝

石という、今君での厚と．彼方の屈原を鬼紗こ君直し、他動喜好の野ブぐリノ

を首題ダニ易わ世丁、彪方他者の廊仕上げである麿甜脚のための鮒

を勿醇する。

【改革のポイント】

1．「新分権一括法案」（仮称。以下同じ。）を3年以内に国会に提出する。この

ため、「地方分権改革推進委員会」において、「基本的な考え方」56に基づ

き、国と地方の役割分担等について検討を進める。

2．地方財政全体が地方分権にかなった姿になるよう、国1地方の財政状況を

踏まえつつ、国庫補助負担金、地方交付税、税源配分の一体的な改革に向

け地方債を含め検討する。あわせて、地方間の税源の偏在を是正する方策

について検討する。

3．地方支分部局を大胆に合理化する抜本改革に向けた検討を行う。

4．道州制の本格的な導入に向けた「道州制ビジョン」を策定する。

55「統計法」（平成19年法律第53号）
56「地方分権改革推準こあたっての基本的な考え方一地方が主役の国づくり－」（平成‘19年5月

30日）
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【具体的手段】

（1）「新分権一括法案」の提出

「地方分権改革推進法」57に基づいて、必要な法制上又は財政上の措置等

を定めた「地方分権改革推進計画」を策定し、「新分権一括法案」を3年

以内に国会に提出する。このため、「地方分権改革推進委員会」において、

「基本的な考え方」に基づき、国と地方の役割分担や国の関与の在り方の

見直し等について検討を進め、平成19年秋に中間的な取りまとめを行うと

ともに、おおむね2年以内を目途に順次勧告を行う。

（2）地方税財政改革の推進

国・地方の財政状況を踏まえつつ、国庫補助負担金、地方交付税、税源移

譲を含めた税源配分の見直しの一体的な改革に向け地方債を含め検討す

る。あわせて、法人二税を中心に税源が偏在するなど地方公共団体間で財

政力に格差があることを踏まえ、地方間の税源の偏在を是正する方策につ

いて検討し、その格差の縮小を目指す。

地方公共団体が自ら税を徴収し、住民が負担との見合いで行政サービスを

選択することができるようにするため、「住民の選択が機能し、地方公共

団体の努力がいきる税財政にする」、「地方分権の時代にふさわしい国税・

地方税の設計にする」、「国から地方への財源配分は、予見性・安定性・透

明性を重視する」ことが重要であり、このため、「地方分権改革推進委員

会」は、「基本的な考え方」に基づき、地方税財政改革を検討する。

また、「ふるさと」に対する納税者の貢献や、関わりの深い地域への応援

が可能となる税制上の方策の実現に向け、検討する。

（3）地方支分部局の抜本改革

地方支分部局の抜本改革に向け、「地方分権改革推進法」に沿った地方への

移譲と合理化を「地方分権改革推進委員会」において検討する。

（4）道州制実現のための検討の加速

「道州制ビジョン」の策定に向け、「道州制ビジョン懇談会」において、

平成19年度中に道州制の理念や大枠等について論点を整理した中間報告

を取りまとめる。

57「地方分権改革推進法」（平成18年法律第111号）
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